
平成 15年 2月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 10月 21日

上   場   会   社   名       株式会社 オンワード樫山 上場取引所 東 大 名

コード番号       8016 本社所在都道府県

(ＵＲＬ　　　http://www.onward.co.jp/） 東京都

問合せ先  責任者役職名 執行役員経理部長
　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　吉沢 正明 TEL (03) 3272 - 2317
中間決算取締役会開催日   平成14年10月21日 中間配当制度の有無　　　　無

単元株制度採用の有無 　　有　( 1単元1,000株 )

１. 14年 8月中間期の業績（平成 14年 3月 1日 ～ 平成 14年 8月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 8月中間期 83,887 3.7 6,867 7.8 8,335 6.4
13年 8月中間期 80,870 7.0 6,368 59.1 7,835 54.1
14年 2月期 171,108 . 16,222 19,141

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
14年 8月中間期 3,843 165.1 22.31
13年 8月中間期 1,449 0.6 8.42
14年 2月期 5,824 33.81
(注)①期中平均株式数    14年 8月中間期    172,269,064株   13年 8月中間期   172,292,587 株   14年 2月期  172,288,519株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり

中間配当金
１株当たり

年間配当金
円　銭 円　銭

14年 8月中間期 － －
13年 8月中間期 － －
14年 2月期 － 16  50

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 8月中間期 234,125 181,679 77.6 1,054.69
13年 8月中間期 227,493 179,455 78.9 1,041.57
14年 2月期 239,876 181,166 75.5 1,051.59
(注)①期末発行済株式数    14年 8月中間期   172,258,364株   13年 8月中間期   172,292,587株   14年 2月期  172,279,054株
 　  ②期末自己株式数   　　14年 8月中間期　　      34,223株   13年 8月中間期   　　　　　286株   14年 2月期 　　　 13,533株

２. 15年 2月期の業績予想（ 平成 14年 3月 1日  ～  平成 15年 2月 28日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 176,000 19,700 9,000 16  50 16  50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）         52 円 24 銭
＊上記の予想は、本資料の発表日現在おいて入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって
予想数値と異なる場合があります。



中　間　貸　借　対　照　表

　　　　　期　別

％ ％ ％

( 234,125 ) ( 100.0 ) ( 227,493 ) ( 100.0 ) ( 239,876 ) ( 100.0 )
( 91,231 ) ( 39.0 ) ( 91,822 ) ( 40.4 ) ( 102,386 ) ( 42.7 )

46,347 50,458 59,169
2,468 3,225 3,165
18,824 15,585 16,809
15,423 14,328 15,252
1,744 2,675 1,464
1,280 1,327 1,050

299 8 274
－ 0 －

2,593 2,144 3,079
2,398 2,140 2,263
△ 149 △ 72 △ 142

( 142,894 ) ( 61.0 ) ( 135,671 ) ( 59.6 ) ( 137,490 ) ( 57.3 )
( 72,612 ) ( 31.0 ) ( 77,801 ) ( 34.2 ) ( 73,148 ) ( 30.5 )

24,370 25,507 24,895
1,035 1,131 1,076

153 185 168
115 109 98
1 62 59

3,448 3,231 3,360
43,488 47,573 43,488

( 825 ) ( 0.4 ) ( 846 ) ( 0.4 ) ( 903 ) ( 0.4 )
67 67 67
615 641 694
142 137 141

( 69,456 ) ( 29.6 ) ( 57,023 ) ( 25.0 ) ( 63,439 ) ( 26.4 )
8,698 9,447 7,176
14,083 14,078 14,083
16,065 9,467 12,341
2,712 2,895 2,882
7,884 8,683 7,884
2,718 2,169 2,311
13,309 10,637 12,726
1,701 － 1,701
3,488 1,386 4,070

△ 1,207 △ 1,743 △ 1,740

234,125 100.0 227,493 100.0 239,876 100.0

－２４－

構成比金　額

受 取 手 形
売 掛 金

(資 産 の 部)

科  目

流 動 資 産

長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金

前事業年度末前中間会計期間末当中間会計期間末
(平成14年8月31日現在) (平成13年8月31日現在) (平成14年2月28日現在)

金　額 構成比

(単位：百万円)

建 物
構 築 物

そ の 他
貸 倒 引 当 金

現 金 ・ 預 金

構成比 金　額

固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

船 舶

関 係 会 社 株 式

車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地

投 資 等

借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

有 形 固 定 資 産

商 品 ・ 製 品
原材料・貯蔵品
仕 掛 品
前 渡 金

機 械 装 置

自 己 株 式
繰 延 税 金 資 産

無 形 固 定 資 産

合   計

そ の 他
貸 倒 引 当 金

払込生命保険料
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
再評価に係る繰延税金資産



　　　　　期　別

％ ％ ％

( 52,446 ) ( 22.4 ) ( 48,038 ) ( 21.1 ) ( 58,710 ) ( 24.5 )
( 43,665 ) ( 18.7 ) ( 40,650 ) ( 17.9 ) ( 51,210 ) ( 21.4 )

22,887 20,901 24,594
7,324 7,048 6,990
2,190 1,380 1,712
2,996 3,468 8,949

632 791 1,174
3,839 3,185 3,852

291 403 378
2,178 2,178 2,091
1,246 1,283 1,385

78 9 83

( 8,780 ) ( 3.8 ) ( 7,387 ) ( 3.2 ) ( 7,499 ) ( 3.1 )
580 5 32

1,628 1,433 1,459
4,440 3,870 3,870
2,131 2,078 2,137

( 181,679 ) ( 77.6 ) ( 179,455 ) ( 78.9 ) ( 181,166 ) ( 75.5 )
( 30,079 ) ( 12.8 ) ( 30,079 ) ( 13.2 ) ( 30,079 ) ( 12.5 )
( 49,134 ) ( 21.0 ) ( 49,134 ) ( 21.6 ) ( 49,134 ) ( 20.5 )

49,134 49,134 49,134
( 105,174 ) ( 44.9 ) ( 100,197 ) ( 44.0 ) ( 104,571 ) ( 43.6 )

5,482 5,482 5,482
92,743 92,744 92,744

34 35 35
92,709 92,709 92,709
6,948 1,970 6,344

( △ 2,347 ) ( △ 1.0 ) ( － ) ( － ) ( △ 2,347 ) ( △ 1.0 )
( △ 320 ) ( △ 0.1 ) ( 43 ) ( 0.0 ) ( △ 255 ) ( △ 0.1 )
( △ 41 ) ( △ 0.0 ) ( － ) ( － ) ( △ 16 ) ( △ 0.0 )

234,125 100.0 227,493 100.0 239,876 100.0合   計

中間(当期)未処分利益

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

土地再評価差額金

買換資産圧縮積立金

(資 本 の 部)
資 本 金

資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金

債務保証損失引当金
預 り 保 証 金

固 定 負 債
退 職 給 付引 当金
役員退職金引当金

預 り 金
賞 与 引 当 金
返 品 調 整引 当金
そ の 他

未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用

(負 債 の 部)
流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金

金　額 構成比 金　額科 　目 構成比 金　額 構成比

－２５－

利 益 準 備 金
利 益 剰 余 金

(単位：百万円)
当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

(平成14年8月31日現在) (平成13年8月31日現在) (平成14年2月28日現在)



中　間　損　益　計　算　書

　　　　　　期　別
科 　目

増減率
％ ％ ％ ％

(経常損益の部)
 営　業　損　益

83,887 100.0 3.7 80,870 100.0 171,108 100.0
44,731 53.3 0.6 44,473 55.0 93,021 54.4
32,288 38.5 7.5 30,028 37.1 61,864 36.1

6,867 8.2 7.8 6,368 7.9 16,222 9.5

 営　業　外　損　益

( 1,694 ) ( 2.0 ) ( 2.4 ) ( 1,654 ) ( 2.0 ) ( 3,450 ) ( 2.0 )
244 342 591

1,450 1,312 2,859
( 225 ) ( 0.3 ) ( 20.5 ) ( 187 ) ( 0.2 ) ( 531 ) ( 0.3 )

8,335 9.9 6.4 7,835 9.7 19,141 11.2

(特別損益の部)

( － ) ( － ) ( － ) ( 11,100 ) ( 13.7 ) ( 11,109 ) ( 6.5 )
( 1,625 ) ( 1.9 ) ( △ 90.1 ) ( 16,415 ) ( 20.3 ) ( 19,710 ) ( 11.5 )

6,710 8.0 166.3 2,519 3.1 10,539 6.2
2,917 3.4 △ 11.8 3,308 4.1 9,761 5.7
△ 50 △ 0.0 △ 2,238 △ 2.8 △ 5,045 △ 2.9
3,843 4.6 165.1 1,449 1.8 5,824 3.4
3,105 520 520

6,948 252.7 1,970 6,344

(単位：百万円)
前中間会計期間 前事業年度

　　－２６－

自 平成13年3月 1日 自 平成13年3月 1日
至 平成13年8月31日 至 平成14年2月28日

構成比 金　額 構成比

売 上 高

金　額 構成比 金　額

売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

税引前中間(当期)純利益

法人税､住民税及び事業税

受取利息及び配当金

そ の 他 の 収 益
営 業 外 費 用

経 常 利 益

中間(当期)未処分利益

当中間会計期間
自 平成14年3月 1日
至 平成14年8月31日

法 人 税 等 調 整 額
中間(当期)純利益
前 期 繰 越 利 益

特 別 利 益
特 別 損 失



 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１ ．資産の評価基準及び評価方法  

(1)有価証券  
①  子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法  
②  その他有価証券  

 時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法  
(評 価 差 額 は 全 部 資 本 直 入 法 に よ り 処 理 し 、 

     売却原価は移動平均法により算定）  
      時価のないもの   移動平均法による原価法  
 (2)デリバティブ     時価法  
 (3)棚卸資産  

最終仕入原価法により評価していますが、季越の商品で著しく価額が低下し、回

復する見込のないものについては、同種商品の過去３年間の販売実 績に照らし評
価減を行い、期末棚卸高を評価替え後の金額により計上しています。また、商品・
製品のうちには、売価還元法を適用しているものもあります。 

 
２ ．固定資産の減価償却の方法  

(1)有形固定資産 
定率法（ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）に
ついては定額法）を採用しています。 

(2)無形固定資産 
定額法を採用しています。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。 
(3)長期前払費用 

定額法を採用しています。 
 
３ . 引当金の計上基準  

(1)貸 倒 引 当 金  
一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しています。  

(2)賞 与 引 当 金  
従業員等に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。  

(3)返品調整引当金  
将来予想される売上返品に備え、法人税法の規定に基づいて計算した額を計上し
て い ま す 。  

(4)退職給付引当金  
従業員の退職給付に備え、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき 、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上してい
ます。  
また、数理計算上の差異については、各期に発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10年 )による定額法により按分した額を、それぞれ発生時の翌
期から費用処理しております。  

(5)役員退職金引当金  
役員の退職金の支給に備えるために内規に基づく期末要支給額を計上していま す。 

(6)債務保証損失引当金  
子会社に対する債務保証に係る損失に備えるため、その財政状態等を勘案し計上
しています。  

           
 

 －２７ －  
 
 



 
 
 
４ . 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準  

 外貨建 金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差          
額 は、損益として処理しております。  

 
５．リース取引の処理方法  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

６ ． ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。ただし、為替予約がなされている外貨建金銭債務については振当処理

を行っています。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

為替予約をヘッジ手段とし、外貨建ての金銭債務および予定取引をヘッジ対象としています。 

(3)ヘッジ方針 

外貨建輸入取引に関わる将来の外国為替相場変動リスクを回避して、外貨建債務の円貨によるキャッシ

ュ･フローを固定化することを目的として、仕入先への発注に対応し、決済日を基準として為替予約  を

行っています。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

外貨建ての発注金額に対し、同一通貨建てによる同一金額で同一期日の為替予約を付することにより、

為替予約締結後の外国為替相場の変動による相関関係が確保されるようにしています。 

 

７．消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

（追加情報） 

 

１．資本剰余金及び利益剰余金 

    当中間会計期間より、「中間財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府 

令」（平成１４年３月２６日内閣府令第１０号）附則第２項ただし書きに基づき、資本の部は、資本金、 

資本剰余金、利益剰余金及びその他の科目をもって掲記しています。また、前中間会計期間末及び前 

事業年度末についても改正後の表示区分に組替えています。 

 

２．自己株式 

  前中間会計期間末まで「資産の部」に計上していました自己株式は、「財務諸表等規則」及び「中間財

務諸表等規則」の改正により、前事業年度末より資本に対する控除項目として「資本の部」の末尾に記

載しています。 

                     

 

 

 －２８－  

 



＜注 記 事 項＞ 

（中間貸借対照表関係） 

 （当中間会計期間末） （前中間会計期間末） （ 前 事 業 年 度 末 ） 

 (平成14年 8月 31日現在) (平成13年 8月 31日現在) (平成14年 2月 28日現在) 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 28,393 百万円 26,616 百万円 27,732 百万円 

２． 保証債務 21,630 百万円 19,180 百万円 20,030 百万円 

 

   当中間会計期間末日は金融機関の休業日ですが、中間会計期間末日満期手形の会計処理については、 

満期日に決済が行われたものとして処理しています。当中間会計期間末日満期手形は次のとおりです。 

    

受 取 手 形 431 百万円 － 百万円 － 百万円 

 

（中間損益計算書関係） 

 当中間会計期間 
自 平成14年 3 月  1 日 
至 平成14年 8 月 31 日 

前中間会計期間 
自 平成13年 3 月  1 日 
至 平成13年 8 月 31 日 

前事業年度 
自 平成13年 3 月  1 日 
至 平成14年 2 月 28 日  

１． 特別利益の主な内訳       

    退職給付信託設定益 － 百万円 8,541 百万円 8,541 百万円 

    投資有価証券売却益 － 百万円 2,552 百万円 2,559 百万円 

２． 特別損失の主な内訳       

    退職給付会計基準変更時差異償却額 － 百万円 13,939 百万円 13,939 百万円 

    特別退職金 827 百万円 1,910 百万円 2,691 百万円 

    貸倒引当金繰入額 － 百万円 429 百万円 511 百万円 

    投資有価証券評価損 177 百万円 111 百万円 1,738 百万円 

    ゴルフ会員権評価損 4 百万円 9 百万円 32 百万円 

    債務保証損失引当金繰入額 570 百万円 － 百万円 － 百万円 

    関係会社整理損 － 百万円 － 百万円 617 百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―２９―  

 



                リ ー ス 取 引 関 係 
 

１． リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引 

    ①リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および中間期末（期末）残高相当額 

                                          

 

 

   ②未経過リ－ス料中間期末（期末）残高相当額 

 

 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前 事 業 年 度 末 

１ 年 以 内 400 百万円 258 百万円 346 百万円 

１ 年 超 661 百万円 405 百万円 692 百万円 

合 計 1,062 百万円 663 百万円 1,038 百万円 

 

    （注）取得価額相当額および未経過リ－ス料中間期末（期末）残高相当額は、「支払利子込み法」 

       により算定しています｡ 

 

    ③支払リ－ス料および減価償却費相当額 

 

支 払 リ － ス 料 217 百万円 156 百万円 337 百万円 

減価償却費相当額 217 百万円 156 百万円 337 百万円 

 

    ④減価償却費相当額の算定方法 

リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           －３０－ 

          （単位：百万円） 

 当 中 間 会 計 期 間 末  前 中 間 会 計 期 間 末  前 事 業 年 度 末  

 

 

 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

 
期末残高 

相 当 額 

工具器具 

備 品 1,424 569 855 1,156 637 518 1,473 602 870 

そ の 他 309 102 206 245 100 145 290 122 167 

合 計 1,734 671 1,062 1,401 738 663 1,763 724 1,038 



部  門  別  売  上  高 
 

                              （単位：百万円） 
   期 別  当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

  自 平成14年3月 1日 自 平成13年3月 1日 自 平成13年3月 1日 

  至 平成14年8月31日 至 平成13年8月31日 至 平成14年2月28日 

 部 門  金  額 構成比 増減比 金  額 構成比 金  額 構成比 

   ％ ％  ％  ％ 

紳 士 服   25,759   30.7   △9.0   28,295   35.0   59,311   34.7  

婦 人 服   49,933   59.5   10.7   45,106   55.8   96,204   56.2  

子 供 服   3,596   4.3   22.5   2,935   3.6   6,768   4.0  

和 装   1,996   2.4   1.1   1,975   2.4   3,802   2.2  

そ の 他   2,603   3.1   1.7   2,559   3.2   5,023   2.9  

合 計   83,887   100.0   3.7   80,870   100.0   171,108   100.0  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－３１－ 

 



有    価    証    券 
 

 
当中間会計期間末（平成１４年８月３１日現在） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 
                                                                          （単位：百万円） 

当中間会計期間末 
(平成 14 年 8月 31 日現在)  

貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式 
 

572   8,680   8,107  

 

 
 
 

前中間会計期間末（平成１３年８月３１日現在） 
子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

                                                                          （単位：百万円） 
前中間会計期間末 

(平成 13 年 8月 31 日現在)  
貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式 
 

572   9,828   9,255 
 

 

 
 

 
前事業年度末（平成１４年２月２８日現在） 
子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

                                                                          （単位：百万円） 
前事業年度末 

(平成 14 年 2月 28 日現在)  

貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式     572   7,966   7,393 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
－３２－ 
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